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「常陽」の高経年化技術評価の基本的な流れ（案）

発電炉の高経年化対策実施ガイド

に基づき項目を整理

① 高経年化技術評価の対象となる機器・構造
物を抽出

↓

② 評価対象事象の抽出

↓

③ 経年劣化事象に対する技術評価の実施及び
追加保全策の抽出

↓

④ 耐震安全性評価の実施

↓

⑤ 耐津波安全性評価の実施

↓

⑥ 報告書の作成

↓

⑦ 長期施設管理方針の策定

「常陽」の高経年化技術評価

の基本的な流れ（案）

① 高経年化技術評価の対象となる機器・構造
物を抽出

↓

② 評価対象事象の抽出

↓

③ 経年劣化事象に対する技術評価の実施及び
追加保全策の抽出

↓

④ 耐震安全性評価の実施

↓

↓

↓

⑤ 報告書の作成

↓

⑥ 長期施設管理方針の策定

設置（変更）許可より、設計上、津波を考慮す
る必要がないため、耐津波安全性評価は対象外
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すべての建物・構築物及び機器・配管系

高経年化技術評価の対象となる機器・構造物の抽出フロー（案）

重要安全施設＊1＊2又は、

ナトリウムを内包する機器＊2、

多量の放射性物質等を放出する事故の

拡大の防止のための資機材のうち常設のもの＊2

高温・高圧の環境下にある機器

定期取替品及び消耗品

Ｙ

Ｎ Ｎ
対象外

Ｙ

Ｎ

Ｙ
対象外

例）炉心構成要素

動的機能について、通常の施設管
理活動において、経年劣化の影響
から生じる性能低下の状況が的確
に把握され、的確な対応がなされ
ている場合

Ｙ
対象外

例）非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機

※ 定例試運転により機
能を確認 Ｎ

評価対象とする施設

安全施設（クラス１～３）
Ｎ

対象外
Ｙ

最高使用温度：95℃超

最高使用圧力：1900kPa超

【参考：発電炉の例】

・安全重要度分類クラス１、２及び３の機能を有するもの＊A＊B

・常設重大事故等対処設備＊A

＊A：動的機能：通常の施設管理活動において、経年劣化の影響から
生じる性能低下の状況が的確に把握され、的確な対応が
なされている場合は対象外

 定期取替品及び消耗品：対象外

＊B：クラス３は、高温・高圧の環境下にある機器が該当

（最高使用温度：95℃超、最高使用圧力：1900kPa超）

＊1：「水冷却型試験研究用原子炉施設に関する安全設計審査指針」の「添付 水冷却型試験研究用原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する基本的な考え
方」を参考に、高速実験炉原子炉施設の特徴を踏まえ、設置許可申請書に定めた安全機能の重要度分類クラス１、２及び３の機能を有するもののうち、安
全機能の重要度が特に高いものとして設置許可申請書にて選定した重要安全施設。研究炉であることに鑑み、原子炉の運転を継続するための機器（異常事
象の起因となるだけの安全施設）は対象外とすることが基本的な考え。なお、保安規定（135条の3）施設管理の重要度が高い系統に対する定量的な目標の
策定 の対象として「重要安全施設」と定められており、これと整合。

＊2：これらの機器を内包する建物（原子炉建物及び原子炉附属建物並びに主冷却機建物）を含む。 3



PLM基準(2008)に基づき抽出される経年劣化事象

評価対象事象の抽出フロー（案）

高速炉及び試験研究炉であることを踏まえて

不要と考えらえる経年劣化事象

想定した劣化傾向と実際の劣化傾向
の乖離が考えがたい経年劣化事象で
あって、想定した劣化傾向等に基づ
き適切な保全活動を行っているもの

Ｎ

Ｎ

Ｙ
対象外

例）日常劣化管理事象

現在までの運転経験や使用条件か
ら得られた材料試験データとの比
較等により、今後も経年劣化の進
展が考えられない、又は進展傾向
が極めて小さいと考えられる経年
劣化事象

Ｙ
対象外

例）流動ナトリウムによ
る侵食（エロ―ジョン／
コロージョン） 他

Ｎ

評価対象とする経年劣化事象

高速炉であることを踏まえて考慮するもの（案）

・ ナトリウム環境における経年劣化事象

＞ 腐食（ナトリウム環境による腐食）

＞ 侵食（流動ナトリウムによるエロ―ジョン・コロージ
ョン）

＞ 熱時効（高温ナトリウム環境で使用したクロムモリブ
デン鋼が対象）

・ 高速中性子の照射による構造材の強度低下

・ クリープ疲労

PLM基準(2008)

a)低サイクル疲労

b)中性子照射脆化

c)照射誘起型応力腐食割れ

（照射下クリープ及び照射スウェリングを含む）

d)高サイクル熱疲労

e)２相ステンレス鋼の熱時効

f)フレッティング疲労

g)電気・計装品の絶縁低下

h)コンクリートの強度低下及び遮蔽能力低下

実施ガイド

→ ○

→ ○

→ ○

→ －

→ ○

→ －

→ ○

→ ○

Ｙ
対象外

例）中性子照射脆化

照射誘起型応力腐食割れ 他

日常的な施設管理において
時間経過に伴う特性変化に
対応した劣化管理が的確に
行われている経年劣化事象
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経年劣化事象に対する技術評価（耐震安全性評価を含む）の実施フロー（案）

α β γ δ

A ○ ― ― ―

B ― ― ― ―

C ○ ○ ○ ―

評価対象とする施設（例：A～C）及び
経年化事象（例：α～δ）をマトリク
スに整理し、高経年化技術評価の対象
を抽出（例：○）

評価対象とする施設

評価対象とする

経年劣化事象

代表事例を選定

高経年化技術評価を実施

・構造強度及び振動応答特性へ
の影響が軽微又は無視可能

・耐震安全性が維持できるよう
に点検評価を実施

Ｎ

経年劣化を加味した

耐震安全性評価を実施

Ｙ
対象外

対象外となるものの例

・ 電気・計装品の絶縁低下
や特性変化に関するもの

・ 配管の減肉量が一定量を
下回る場合

参考：発電炉ガイド

・対象期間（例）：60年

・想定する運転状態：

＞ 運転を断続的に行う状態

＞ 冷温停止状態が維持される状態

【案】・対象期間（案）：今後の10年間

・想定する運転状態：運転を断続的に行う状態＊1

＊1：今後10年間に想定される運転パターンを使用

→ 最大：5サイクル×60日／1.5年【運転1年＋定検0.5年】

※ 研究炉であり、運転の期間が法令上決められていないことに鑑み、今
後の10年間（次の高経年化技術評価までの期間）を対象期間とすることが
基本的な考え。

耐震安全評価の実施有無の判断基準は、PLM基準を参考に設定

【PLM基準】

・構造強度及び振動応答特性への影響が軽微又は無視できるも
のは対象外（例：電気・計装品の絶縁低下や特性変化）

・耐震安全性が維持できるように点検評価するものは対象外
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追加保全策の抽出及び長期施設管理方針の作成のフロー（案）

経年劣化を加味した耐震安全性評価を実施高経年化技術評価を実施

追加保全策を抽出

長期施設管理方針の策定

実施時期は、以下のように区分する予定

・短期 ：計画期間10年のうち前半5年に実施（例：評価結果より早急な対応が必要なもの）

・中長期：計画期間10年の中で実施（例：自主検査結果等により実施時期を判断）

・長期 ：計画期間10年のうち後半5年に実施

（例：短期的な対応は不要であるが、計画期間10年の期間において対策が必要なもの）
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長期施設管理方針の策定に係るスケジュール（案）

令和5年9月12日審査会合資料より抜粋・一部編集

長期施設管理方針に係る認可が、令和7年度以降となった場合に、プラントに安全上の問題はあるか？

・ 長期施設管理方針の適用期間
の始期は、従前の期間を踏襲し、
令和7年4月1日を予定（令和6年
度に原子炉施設保安規定の変更
認可申請を予定）している。

・ 長期施設管理方針に係る審査
期間中に、原子炉の運転が実施
されることはなく、プラントは、
現在と同様、長期停止期間中で
あることを踏まえた点検・検査
等を実施することで適切に維持
できる。

・ 上記より、長期施設管理方針
に係る認可が令和7年度以降と
なっても、プラントに安全上の
問題が生じることはない。

・ 右図のとおり、新規制基準適
合に係る設工認申請の審査結果
を反映する必要が生じた場合に
は、必要に応じて、当該結果を
反映する。
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分類 機能 構築物、系統又は機器 特記す
べき関
連系

ＰＳ－１ 原子炉冷却材
バウンダリ機能

① 原子炉容器
１）本体

② １次主冷却系、１次補助冷
却系及び１次ナトリウム充填・
ドレン系
１）原子炉冷却材バウンダリ
に属する容器・配管・ポン
プ・弁（ただし、計装等の小
口径のものを除く。）

炉心形状
の維持機能

① 炉心支持構造物
１）炉心支持板
２）支持構造物

② 炉心バレル構造物
１）バレル構造体

③ 炉心構成要素
１）炉心燃料集合体
２）照射燃料集合体
３）内側反射体
４）外側反射体（Ａ）
５）材料照射用反射体
６）遮へい集合体
７）計測線付実験装置
８）照射用実験装置

分類 機能 構築物、系統又は機器 特記す
べき関
連系

ＰＳ－２ 原子炉冷却材
バウンダリに

直接接続されていない
ものであって、
放射性物質を
貯蔵する機能

① 原子炉附属建物使用済
燃料貯蔵設備
１）貯蔵ラック
２）水冷却池

燃料を安全に
取り扱う機能

① 核燃料物質取扱設備

ＭＳ－２ 燃料プール水
の保持機能

① 原子炉附属建物使用済
燃料貯蔵設備
１）水冷却池
２）水冷却浄化設備のう
ち、サイフォンブレーク
止弁

事故時のプラント状態
の把握機能

① 事故時監視計器の一部

安全上重要な関連機能 ① 非常用ディーゼル電源
系（ＭＳ－１に属するもの
を除く。）
② 交流無停電電源系（Ｍ
Ｓ－１に属するものを除
く。）
③ 直流無停電電源系（Ｍ
Ｓ－１に属するものを除
く。）

参考資料：外部からの衝撃による損傷の防止に係る重要安全施設（1/2）
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参考資料：外部からの衝撃による損傷の防止に係る重要安全施設（2/2）

＊： 上記関連系は、当該系と同位の重要度を有するものとする。 9



分類 機能 構築物、系統又は機器 特記すべき関連系＊

ＭＳ－１ 原子炉の緊急停止
及び未臨界維持機能

① 制御棒
② 制御棒駆動系

１）駆動機構
２）上部案内管

③ 後備炉停止制御棒
④ 後備炉停止制御棒駆動系

１）駆動機構
２）上部案内管
３）下部案内管

１次冷却材漏えい量
の低減機能

① １次補助冷却系
１）サイフォンブレーク止弁

② １次予熱窒素ガス系
１）仕切弁

① 関連するプロセス計装（ナトリ
ウム漏えい検出器）

原子炉停止後
の除熱機能

① １次主冷却系
１）１次主循環ポンプポニーモータ

放射性物質
の閉じ込め機能

① 格納容器バウンダリに属する弁

工学的安全施設
及び原子炉停止系への
作動信号の発生機能

① 原子炉保護系（スクラム）
② 原子炉保護系（アイソレーション）

① 関連する核計装
② 関連するプロセス計装

安全上特に重要な
関連機能

① 非常用ディーゼル電源系（ＭＳ－１に関連するもの）
② 交流無停電電源系（ＭＳ－１に関連するもの）
③ 直流無停電電源系（ＭＳ－１に関連するもの）

① 関連する補機冷却設備

ＭＳ－２ 放射線の遮蔽
及び放出低減機能

① アニュラス部排気系
１）アニュラス部排気系（アニュラス部常用排気フィルタを除く。）

② 非常用ガス処理装置

事故時のプラント状態
の把握機能

① 事故時監視計器の一部

安全上重要な関連機能 ① 非常用ディーゼル電源系（ＭＳ－１に属するものを除く。）
② 交流無停電電源系（ＭＳ－１に属するものを除く。）
③ 直流無停電電源系（ＭＳ－１に属するものを除く。）

参考資料：信頼性に対する設計上の考慮を必要とする重要安全施設

＊： 上記関連系は、当該系と同位の重要度を有するものとする。 10



分類 機能 構築物、系統又は機器 特記すべき関連系＊

ＭＳ－１ 原子炉の緊急停止
及び未臨界維持機能

① 制御棒
② 制御棒駆動系
１）駆動機構
２）上部案内管

③ 後備炉停止制御棒
④ 後備炉停止制御棒駆動系

１）駆動機構
２）上部案内管
３）下部案内管

１次冷却材漏えい量
の低減機能

① １次補助冷却系
１）サイフォンブレーク止弁

② １次予熱窒素ガス系
１）仕切弁

① 関連するプロセス計装（ナ
トリウム漏えい検出器）

原子炉停止後
の除熱機能

① １次主冷却系
１）１次主循環ポンプポニーモータ

放射性物質
の閉じ込め機能

① 格納容器バウンダリに属する弁

工学的安全施設
及び原子炉停止系への
作動信号の発生機能

① 原子炉保護系（スクラム）
② 原子炉保護系（アイソレーション）

① 関連する核計装
② 関連するプロセス計装

ＭＳ－２ 放射線の遮蔽
及び放出低減機能

① アニュラス部排気系
１）アニュラス部排気系（アニュラス
部常用排気フィルタを除く。）

② 非常用ガス処理装置
事故時のプラント状態の把握機能 ① 事故時監視計器の一部

参考資料：電気系統に対する設計上の考慮を必要とする重要安全施設

＊： 上記関連系は、当該系と同位の重要度を有するものとする。
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参考資料：PLM基準に定める経年劣化事象の採否（案）

PLM基準に定める
経年劣化事象

「常陽」での考慮要否及び理由
備考

要否 不要の理由

低サイクル疲労 〇 －

中性子照射脆化 ×

中性子照射脆化は、炭素鋼や低合金鋼等のフェライト系材料において、中性子
の照射により、強度や硬さが増加する一方で、延性や靱性が低下する事象であ
る。「常陽」において、中性子照射の影響を考える必要のある機器（原子炉容
器や配管）はオーステナイト系ステンレス鋼を使用しており、中性子照射脆化
を経年劣化事象として考慮する必要はない。

高速中性子の照射による構造材の
強度低下（引張、疲労、クリープ
破断他）について、経年劣化事象
として考慮する。なお、これまで
のサーベイランス試験により、設
計寿命に想定される中性子照射量
を超える条件にあっても、十分な
強度を有することを確認している。

照射誘起型応力腐食割れ
（照射下クリープ及び
照射スウェリングを含む）

×
中性子照射の影響を考える必要のある機器（原子炉容器や配管）は、ナトリウ
ムと接液しており、応力腐食割れが発生する環境にないため、照射誘起型応力
腐食割れを経年劣化事象として考慮する必要はない。

高サイクル熱疲労 ×

２次冷却系の配管合流部（プラギング計）の高サイクル熱疲労（サーマルスト
ライピング）に関する検討において、温度の揺らぎによる金属疲労は、設計疲
労限度を十分下回ることを確認している。また、MK-Ⅲ冷却系改造工事時に当該
部分を交換しており、その際に、当該合流部配管にき裂はなく、健全であるこ
とを確認している。

発電炉の高経年化対策実施ガイド
においても、必須項目とされてい
ない。

２相ステンレス鋼の熱時効 × 「常陽」において、２相ステンレス鋼は使用していない。

熱時効としては、クロムモリブデ
ン鋼（２次冷却系の配管の材料）
を対象した経年劣化事象を考慮す
る。

フレッティング疲労 ×
ポンプ等において、回転軸と軸受けの間で、フレッティング疲労による割れが
想定される。巡視点検時において、異常な振動がないこと等を確認しており、
日常劣化管理事象として取り扱われるため、経年劣化事象として考慮しない。

発電炉の高経年化対策実施ガイド
においても、必須項目とされてい
ない。

電気・計装品の絶縁低下 ○ ―

コンクリートの強度低下
及び遮蔽能力低下

○ ―

「低サイクル疲労」、「電気・計装品の絶縁低下」、「コンクリートの強度低下及び遮蔽能力低下」を抽出

※ 「コンクリートの遮蔽能力低下」については、定常的に実施する管理区域における線量率等の測定により、異常がないことを確認できる
ため、日常劣化管理事象として取り扱うことを検討中 12



参考資料：「常陽」において考慮することを検討している経年劣化事象（前頁除く）
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